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支給される年金・手当について

 

■遺族基礎年金 

国民年金に加入していた方が亡くなられたとき、その方によって生計を維持されていた次の 

遺族の方が受けられます。 

(支給要件には収入等の諸条件がありますので詳細についてはお問合せください。) 

 

①子のある配偶者 

②子 

※子は次の者に限ります。  

・18 歳到達年度の末日（3 月 31 日）を経過していない子 

・20 歳未満で障害年金の障害等級 1 級または 2 級の子 

 

支給要件は、国民年金の保険料納付済期間(免除期間含む)が加入期間の 3 分の 2 以上あることが 

必要です。 

 

・年金額（令和 8 年度の金額）    

 

 

 

 

 

※3 人目以降のこどもについては、1 人につき 79,800 円が加算されます。 

 

 

 

 

 

 

■遺族厚生（共済）年金 
  厚生（共済）年金に加入している人が在職中に死亡したとき、 

遺族に給付される年金です。但し、受給要件があります。 
 

 

 

 

 

 

給 付 内 容 基本額 加算額 合計（年額） 

子がある 
配偶者の場合 

子 1 人 831,700 円 239,300 円 1,071,000 円 

子 2 人 831,700 円 478,600 円 1,310,300 円 

問い合わせ： 

国保年金課（内線 116）、 

各総合事務所・各地域事務所 

 

 

問い合わせ： 

多治見年金事務所  

（0572）22-0255 

多治見市小田町 4-8-3 
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■児童手当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※現況届 

現況届は原則提出不要となりました。（離婚前提で別居されている方などは現況届が必要です。） 

 

 

 

 

 

 

■児童扶養手当 

この手当は、児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与し、 

児童の福祉の増進を図ることを目的としています。 

次のいずれかに該当する 18 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日までの児童 

（または 20 歳未満で政令で定める程度の障がいを有する児童）の父・母または 

父・母 にかわってその児童を養育している方に支給される手当です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※次のいずれかに該当する場合は、手当は支給されません。 

① 父親･母親または養育者ならびに対象児童が日本国内に住所を有しないとき 

② 対象児童が里親に委託されたり、児童福祉施設等に入所しているとき 

③ 父または母の配偶者（事実婚含む）等に養育されているとき 

④ 公的年金等（遺族年金、障害年金、老齢年金、労災年金、遺族補償など）の受給ができ、 

かつその額が児童扶養手当の受給額を上回るとき 

⑤障害基礎年金を受給しており、子の加算額が児童扶養手当の受給額を上回るとき 

 

対 象 者 支 給 月 額 支  給  時  期 

18 歳到達後最初

の 3 月 31 日まで

の 間 に あ る 児 童

（高校修了前）を

養育している方に

支給されます。 

・3 歳未満  15,000 円 

・3 歳以上小学校終了前  

10,000 円 

・中学生   10,000 円 

・高校生   10,000 円 

・第三子以降 30,000 円（出生～高校生） 

＊受給者の所得が所得制限を越えている場合や

所得上限額を超えている場合でも支給されま

す。 

12 月、2 月、4 月、6 月、 

8 月、10 月、の各 15 日 

（土日、祝日の場合は前日） 

支払月前 2 ヶ月分を支給 

（例：6 月支払 4 月～5 月分） 

 

 

問い合わせ： 

こども家庭課（内線 569） 

各総合事務所・各事務所 

【支給対象となる児童】 

① 父母が離婚または父・母が死亡した児童 

② 父・母が政令で定める程度の障がいの状態にある児童 

③ 父・母から 1 年以上遺棄されている児童 

④ 父・母が 1 年以上拘禁されている児童 

⑤ 父・母が 1 年以上生死不明の状態にある児童 

⑥ 婚姻によらないで生まれた児童 

⑦ 父・母が裁判所からの DV 保護命令を受けた児童 
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手当額（月額）                           R８年４月分から 

支給区分 児童 1 人の場合 児童が 2 人以上いる場合 

全部支給 48,050 円  11,350 円 加 算 ／ 児 童 １ 人 に つ き  

一部支給 
11,340円～48,040円 

10円単位で設定 

5,680円～11,340円 

10円単位で設定 

支払時期 

3～4 月分 5～6 月分 7～8 月分 9～10 月分 11 月～12 月分 1 月～2 月分 

5 月 11 日 7 月 10 日 9 月 11 日 11 月 11 日 1 月 8 日 3 月 11 日 

 

■現況届 

手当を受けている方は，毎年現況届を提出する必要があります。 

現況届は，手当を受けている方の前年の所得状況と、８月１日現在のこどもの生活状況を確認するため

の届出です。もし，この現況届を提出しないと当該年度の 11 月分からの手当を受給できなくなります。 

また提出せずに２年を経過すると、時効により手当を受ける資格がなくなりますのでご注意ください。 

 

■手当の制限 

児童扶養手当の手当額は、前年（1 月～9 月申請の場合は前々年）の所得に応じて決まります。 

手当を受けようとする父親または母親などの所得が政令で定められた限度額以上ある場合は、 

その年度（11 月から翌年の 10 月まで）は手当の全部または一部が支給停止されます。 

（父親または母親から養育費を受けている場合は、その 8 割を所得として収入とみなします。） 

また、同居している扶養義務者の所得が限度額以上ある場合も支給停止になります。 

 
 
児童扶養手当所得制限限度額表           （※R８.４月現在）（単位：万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

扶養義務者：同居し、かつ生活を同じくしている家族 

注）所得税法に規定する老人扶養親族又は特定扶養親族がある方についての限度額は、前頁記載の 

額に次の額を加算したものとなります。 

（1） 本人の場合 

 ①老人控除対象配偶者または老人扶養親族 1 人につき 10 万円 

   ②特定扶養親族 1 人につき 15 万円 

（2） 孤児等の養育者、配偶者、扶養義務者の場合 

老人扶養親族 1 人につき（当該老人扶養親族のほかに扶養親族がいないときは、当該老人扶養親族のうち 1 人を

除いた老人扶養親族 1 人につき）6 万円 

 

扶養親族等

の数 

（税法上） 

本   人 孤児等の養育者 

配偶者・扶養義務者 全部支給 一部支給 
収入額 所得額 収入額 所得額 収入額 所得額 

０人 １５２ ６９ ３３４ ２０８ ３７２ ２３６ 

１人 １９０ １０７ ３８５ ２４６ ４２０ ２７４ 

２人 ２４４ １４５ ４３２ ２８４ ４６７ ３１２ 

３人 ２９８ １８３ ４８０ ３２２ ５１５ ３５０ 

４人 ３５２ ２２１ ５２７ ３６０ ５６２ ３８８ 

５人 ４０１ ２５９ ５７５ ３９８ ６１０ ４２６ 
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問い合わせ： 

こども家庭課（内線 569） 

各総合事務所 

 

児童扶養手当法の改正に伴う児童扶養手当減額について 
 

「支給要件に該当するに至った日（監護・養育の開始日）の属する月の初日から 7 年」と

「支給開始月の初日から起算して 5 年」と比較していずれか早い日の属する月から適用除

外事由（就業あるいは求職活動等を行っている場合や、求職活動ができない事情などがある

場合）に該当する方を除いて、手当額の約 2 分の 1 が減額（一部支給停止）となります。 

※ただし、認定請求をした日に、3 歳未満のお子さんを監護している場合は、3 歳に 

なった月の 5 年後が対象になります。   
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生活全般について 

 

■ひとり親家庭等医療費助成制度 

ひとり親家庭の方が病院等を受診したときに、窓口で支払う 

保険診療の自己負担分が助成されます。ただし、所得制限が 

ありますので詳細は社会福祉課へお問い合せください。   

 

 

■寡婦控除・ひとり親控除とは 
寡婦の方またはひとり親の方は申告されると、所得税や住民税について、寡婦控除またはひとり親控除の

適用を受けられます。 

① 現に婚姻していない方、または配偶者の生死が明らかでない方。ただし、事実婚の方は除きます。 

② 年間の合計所得金額が 500 万円以下であること。 

③ ①、②の内容と、次の表の要件のいずれかに該当する場合に、控除額の欄にある額が所得から控除され

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和８年 3 月現在）  

【手続き】 

給与所得のみの方は、年末調整時に給与所得者の扶養控除等（異動）申告書に記載し、給与支払者へ提出して

ください。 

その他の方は、確定申告または市・県民税申告時に申告してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

名 称 要   件 
控 除 額 

所得税 住民税 

寡婦控除 

●夫と離別しており、所得 58 万円以下の生計を一にする子

以外の扶養親族がいる方 

万円 

 

27 

万円 

 

26 
●夫と死別または夫の生死が不明な方 

 

ひとり親 

控除 
●所得 58 万円以下の生計を一にする子がいる方 35 30 

 

 問い合わせ：税務課市民税係（内線 141、142、143） 

問い合わせ： 
社会福祉課（内線 594） 
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■国民健康保険 

前配偶者の扶養家族から外れ社会保険の資格を喪失した場合は、国民健康保険加入の手続きが必要になります。  

        

※必要書類：社会保険等の資格喪失証明書（前配偶者の会社が作成） 

  世帯主および国民健康保険に加入する方全員のマイナンバーのわかるもの 

 
問い合わせ：国保年金課（内線 113、114）、各総合事務所・各地域事務所 

 

■国民年金 

国民年金には、所得が少なく保険料を納めることが困難な場合（前年の所得が一定額以下の場合） 

に、本人の申請によって審査の結果承認されると、保険料が免除・納付猶予される制度があります。(ただし、

免除・納付猶予された期間がある場合の年金額は、保険料を全額納付した場合と比べて低額となります。) 

［全額免除］保険料を全額免除する制度です。 

［1/4 免除］保険料の 4 分の 1 を免除する制度です。 

［半額免除］保険料の半額を免除する制度です。 

［3/4 免除］保険料の 4 分の 3 を免除する制度です。 

 ［納付猶予］５０歳未満の方で納付が猶予される制度です。 

 

 ※保険料を未納のまま放置すると、将来の老齢基礎年金、いざというときの障害基礎年金や 

遺族基礎年金を受け取ることができない場合があります。 

 
問い合わせ：国保年金課（内線 116）、各総合事務所・各地域事務所 

 

 

 

■生活困窮者自立支援制度（中津川市生活相談センターうぃず） 

仕事や生活全般に困っている、一時的に食料が足りないなどのお困りごとについて相談を随時受付けています。

専任の相談支援員が一緒に考え、寄り添いながら解決へのお手伝いをします。（市委託事業）また中津川市社会福

祉課では離職などの理由により住居を失った方、または失うおそれの高い方には、就職活動などを条件に、一定期

間、家賃相当額（上限あり）の「住居確保給付金」を支給する制度があります。 

問い合わせ：中津川市生活相談センターうぃず（市社会福祉協議会内）℡66-1111（内線 643） 

 

 

■生活保護 

病気などにより、生活費や医療費などに困り、他に方法がないときは生活保護が申請できます。 

ただし、生活保護を受けるには資産や稼働能力の活用、扶養義務者からの扶養や各種社会保障制度の活用が 

前提となります。まずは社会福祉課までご相談ください。 

問い合わせ：社会福祉課（内線 593）  
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就学援助

 

■就学援助制度（小中学校） 

 経済的理由で市内の小中学校に通うお子さんの学用品の支払いにお困りのご家庭に対し、その一部を援

助する制度を設けています。まず、担任の先生にご相談ください。 
 

問い合わせ：各学校の教頭先生及び担任の先生 

 

■高等学校等就学支援金制度  

 
 

問い合わせ 
公立：県教育委員会教育財務課 ℡058-272-8734 
私立高校等：県環境生活部私学振興、青少年課 ℡058-272-8240 

    

■高校生遠距離バス通学補助 

 バス等通学定期券を購入した高校生の保護者(市内居住者)に、定期券購入費(※)の半額を補助し、かつ定

期券購入費の半額がこども 1 人あたり月 1 万円を超える場合は、超える部分を補助します。(※)北恵那バ

ス、濃飛バス(下呂加子母線に限る)、明智鉄道 
 

問い合わせ：都市計画課（内線 227、228） 
 

 

■田口育英金選奨生 

 勉学意欲を持ちながら主に経済的理由のために高校進学、就学が困難なひとり親家庭等を援助する制度。

（R8.4 月現在） 

  

★支給額：年額３６万（返済の義務なし）          問い合わせ：こども家庭課（内線 569） 

 

■東濃信用金庫育英金選奨生 
 学業成績、人物ともに優秀であり、身体も健全であるが家計の負担から高等学校の学資の支弁を困難と

する方に対し援助する制度。 

 

★支給額：年額 6 万円（返済の義務なし）                 問い合わせ：教育総務課(内線 4214） 

公立等 私立 

世帯（保護者）の都道府県民税・市町村民税所得割

額が合計 50 万 7 千円未満である世帯の生徒にたい

して、授業料にあてるため、国において就学支援金

が支給されます。 

公立高校の授業料相当額を一律に助成するととも

に、保護者等の収入に応じて一定額を上乗せして助

成。また、保護者の収入に応じて就学支援金に上乗

せして助成する、私立高等学校授業料軽減補助金の

制度もあります。 

高校生等奨学給付金（年額３万～１５万円） 

授業料以外の教育費負担でお困りの生活保護世帯、住民税非課税世帯の方 

※家計急変により住民税非課税相当となった方を含む 

※高校等の授業料は「高等学校等就学支援金」により支援 



9 

 

奨学金貸付制度

 

 

名称 内容 問い合わせ 

 

 

日本学生支援機構 

奨学金 

高等専門学校、専修学校、大学（短大・

大学院を含む）に進学又は在学してい

る生徒・学生で成績が優れ、かつ経済

的な理由で修学が困難である方に対

して学費を貸与する制度です。進学前

に奨学金の貸与を予約する制度と進

学した学校で申請する制度がありま

す。 

 

貸与 

・第一種奨学金（無利子） 

・第二種奨学金 

（利子付 年上限３％） 

・給付型奨学金 

 

 

 

 

在学されている学校 

 

 

岐阜県選奨生 

奨学金貸与制度 

 

 

学業が優秀であり、かつ、心身が健全

であって経済的理由により修学が困

難な生徒又は学生に対し、奨学金を貸

与します。 

 

 

対象者：高校等（高等学校

および特別支援学校高等

部、専修学校高等課程）、高

専、短大、大学に在学する

生徒および学生（大学院は

対象外） 

 

在学されている学校 

公立高校等、高専、大

学、短大：県教育委員

会 教 育 財 務 課 

058-272-8734 

私立高校等：県環境生

活部私学振興・青少年

課 

058-272-8240 

 

 

 

中津川市奨学資金

制度 

 

 

高等学校、高等専門学校、大学（短大）、

専門職大学（短大）、専修学校（高等・

専門課程）への進学、または在学中の

方へ奨学金（無利子）を貸与していま

す。 

【貸与の額・時期】  

高等学校・高等専門学校・

専修学校（高等）       

年額 36 万円以内           

短大・大学・専門職短大・

専門職大学・専修学校（専

門）年額 60 万円以内 

（毎年７月、１月の２回に

分けて年額を分割貸与） 

 

 

 

教育総務課 

（内線 4214） 

 

 

あしなが育英会 

保護者等が病気や災害（道路上の交

通事故をのぞく）または自死（自

殺）などで死亡したり、著しい後遺

障害のため働けない方。 

家庭の生活事情が苦しく教育費に困

っている方。 

 

高等学校・専修・各種学

校・大学・大学院への進

学、または在学中の方 

 

 

あしなが育英会 

奨学課 

0120-77-8565 

 

交通遺児育英会 

保護者等が道路における交通事故で

死亡したり、重い後遺障害のため働け

ず、経済的に修学が困難な方。 

高等学校・専修・各種学校・

大学・大学院への進学、ま

たは在学中の方 

交通遺児育英会

0120-52-1286  

03-3556-0773 

 

 

生活福祉資金貸付

制度 

低所得者、高齢者、障害者世帯に対して在宅福祉や社会参加の促進

を図り安定した生活を送れるように支援するための貸付制度で

す。 

「総合支援資金」「緊急小口資金」「福祉資金」「教育支援資金」「不

動産担保型生活資金」等があります。 

ただし、母子家庭および寡婦の方は、岐阜県母子父子寡婦福祉資金

貸付制度が優先されます。 

 

問い合わせ： 

社会福祉協議会（各支

所） 

66-1111（内線 6４3） 


